
            

 
令和６年度は介護報酬改定により、実質的には 2.09%のプラス改定となった。結果として当法人も介護

保険事業収入は、法人全体実績として前年度比 22,626千円増、2.18%の増収となったが、当初予算上の収

入は確保できていない。また、かねてよりの人材の不足、利用者の重度化による利用中止者の増加、諸物

価高騰による事業経費の増加、施設設備の老朽化等の影響を受け引きつづき厳しい運営となった。各拠点

により状況の違いはあるが、土浦拠点においては人員不足による新規受け入れ態勢の遅れ、つくば拠点に

おいては人員不足に付随する費用等の増加が収支に影響を及ぼした。また、法人全体として業務委託費の

一部として人材紹介会社への紹介手数料が多く発生し決算に影響を及ぼした。 

そのような中でも、次年度に向けて明るい材料とすれば、土浦拠点における３人の外国人留学生の正社

員での採用となる。つくば拠点においても今春より２人の外国人留学生を奨学生として迎え入れ、２年後

の本採用を見込んでいる。新卒の日本人介護職員は年々減少しており、採用は非常に困難な状況にある。

今後も外国人人材を含めた採用・育成・定着に積極的に取り組み、安定した事業継続を目指していきたい。 
 

≪重点項目事業報告≫ 

◇運 営 

（１）感染症や災害への対応力強化 

    感染症に関しては、スタンダードプリコーションの徹底、感染対策委員会、感染症の予防及び

蔓延防止の研修を定期的に行い、感染対応の周知・徹底を図った。又、感染症・災害に備えた BCP

（事業継続計画）に基づき、訓練を実施、連携を含め見直しを行った。 

（２）自立支援・重度化防止の取組推進 

自立支援・重度化防止に向け、介護職・理学療法士・栄養士等の多職種連携により LIFEを活用

した科学的介護を実践、一部事業ではあるが ADL 維持等加算・科学的介護推進体制加算等を算

定。LIFEを活用した科学的介護の取組を進めていった。 

（３）内部管理体制の強化 

    事務処理体制の構築（令和３年度より実施）に加え、法人会計関係顧問契約の税理士の支援を

受け、内部管理体制の強化を継続している。 

（４）業務の効率化、福祉機器の導入促進 

介護職員の負担軽減を図るため、Wi―Fi 環境を整備、インカム・見守りセンサーを導入した。

その他介護ロボット・ICT福祉機器についても、デモを利用し機能を評価、導入を検討している。 
 

◇収支：収支計画 

月介護報酬の改定の影響等により、収入は改定率に準じた増となった。人件費についても前年度

とほぼ同等ではあったものの、費用について物価高騰の影響や人材確保のための支出が収入増とほ

ぼ同等の増となった。月次の収支決算について施設長会議を通じ各拠点にて分析、物価高騰に対す

る対策を講じたが大きな効果は得られなかった。今期業績としては、サービス活動収益額 1,179,507

千円（前年比 26,132千円増）、経常増減差額▲9,364千円（前年比▲6,228千円）となり、昨年度に

引き続き赤字決算となった。 
 

◇人事：人材の確保・育成・定着化 

役職者の役割を明確にし、役職者研修を実施、部門マネジメントを部門単位で行えるよう、組織

強化を図っているが、未だ各部署の体制基盤を整備している段階であり、今後に向けた安定基盤の

構築には至っていない。又、子育て支援・ワークライフバランスの実現に向け、多様な働き方を実

現するための職場環境の改善を図り、働きやすい職場の「見える化」に取り組んだ。①認証制度（茨

城県働き方改革優良企業・ユースエール認定企業）の活用については、認定を継続できた。②施設

長会議にて部署ごとに求める人材・人数等、計画的な人材確保を検討、求人活動の強化を図った。

③社会保険労務士を交えた月例の「雇用管理改善会議」の実施により、法令の改定や職員の声にタ

イムリーに対応し職場環境の改善に努めた。④外国人人材の活用については、法人奨学金制度を利

用したベトナム人留学生３人が介護福祉士の資格を取得し、土浦拠点において常勤の介護職とし

て、今春より就労する事となった。又、つくば拠点においても、奨学金制度を利用したネパール人

留学生２人が介護補助として、３月より就労開始となっている。 
 

◇施設設備：施設整備計画 

    建て替えについての具体的な計画の進捗はなかったが、月例の施設長会議において随時検討を行

い、各拠点での修繕を行った。 
 

◇財務：施設整備（修繕含む）積立計画 

       施設整備及び修繕等に要する費用について流動資産の減少により修繕積立（ポプラ館拠点：４０

０万円）のみとし、施設整備積立（２，０００万円）の実施を見送った。 
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